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王　は　しがき

日本の生活水準と成長率との問題は,おのおの別個に

本誌上においても,日本経済研究部門を中心にして,哩

論的かつ蜜謹的に顧扱われてきた1)。ところで,この2

つの問題を有機的な関係において把挺しようとするここ

ろみは,筆者の知識の関するかぎりでは,見営らない。

そもそも,成長率は所得概念に結びつけて考えられるも

のであり,生活水準もまた,これを滑費水準と解鐸する

立場からも,またこれを貯蓄をも含んだ所得水準と解鐸

する立場からも,同様に所得概念に結びつけて考えられ

るものであることはいうまでもない2)。このように所得

を中山とする老え方のなかに,成長率と生活水準とを結

びつけるきずなが見出される。しかし;この2つの概念

をさらに立入って考察すれば,成長率は圭として生産に

結びついた概念であり,生活水準は主として滑費から誘

導せられる概念であるoしたがって,理論上の問題とし

ては, 2つを結びつけることは必ずしも不可能ではない

が,これを計測の問題と朗適せし埼て考えるとき,同じ

く所得といっても,一方が生産国民所得に基づく概念で

あるのに勤し,他方が支出国民所得から計測せられるべ

きものであろう。ところで,日本の国民所得の統計資料

では,従来のところ,この2つの園民所得の大さは等し

くないO　したがって,第Ⅱ節以下において考察する如く,

生産国民所得を基本資料として計測した成長率と生活水

準との関係と-,その他の国民所得から導いた両者の関係

とには,多少の喰い違いを生ずることは予範覚悟しなけ

ればならない。本調査においては,この鮒係を,まず第

1に,生産所得と支出所得との中間過程にある分配国民

1〕大ノlト司,野田孜「日本の生活水準」 (経済研究
1951年1月凍pp. 20-37〕
大川-司,野田孜「日本経済の成長率に囲する研究

(第1報〕」 (経済研究1951年10月教pp. 304-311〕

日本経済研究部門「日本経済の成長率に関する研究
(第2報〕」 〔経済研究1952年1月教pp. 41-63)

2〕生括水準を所得概念から考える立場はいわゆる
macro-analysisであるが,これに暫し家計調査資料か

ら求める　micro-analysisのあることは周知のところ

である。ここではmacro-analysisについていうので
ある。

所得に基礎をおもtlて,導田し,第2に,これを補う意味

において,資料誤差が一層少いと考えられる生産国民所

得に基づいて,これを考察する方法をとった。この生産

国民所得に基礎をおく計測は,また, -従来推定せられて

きた成長率の大きとの比較を可能ならし釣る意囲からも

出たものである。

つぎに,経済の長期的分坤こは,短罪的分析において

つねに興件と見なされるか,あるいはその存在を無視し

て考えられる,人口の輿動をも考慮のなかに入れなけれ

ばならない。しかし,この種の分析の常套手段は,いわ

ゆる1人営り.の所得とか, 1人昔りの滑費とかという概

念であって,技術的には,所得なり,滑重なりを人口で

割る方法である。この方法の底に流れる考え方は,人口

の変動を除去するにあるということが出来よう。この方

汰では,かえって人口の轡動を塀り去るという結果にな

るであろう3)a

さらにまた,長期的な分析では,この人rjの輿動の問

題のほかに,物債の長井翼動の問題をも考慮しなければ

ならないであろう.これについてもまた,人口の場合と

同じく,普通にとられる方法は,所得なり,滑費なりを

物債指数でデフレ-下して,いわゆるコソスタント・プ

ライスであらわすことである。しかしこの場合もまた,

物償弊動を除去すると解鐸すべきであって,物債担動の

要田を積極的にとり入れる方法t.は科しえないであろう。

したがって,従来の方法では,人口窄加率や物債上昇率

の要田と成長率ないし生活水準との有機的な昏議連をエク

スブリシットに追求することは出来ないのである。以上,

3)本調査に採用した方班のほか,いわゆる弾力性

概念を用いて,人口の轡動要田を狗立に取扱うことも

出来よう.たとえば,いま人口をPとし,所得をY

とし,一番簡単な場合として,人口に関する所得の弾

力性係数-O　をコンスタントに考えれば,その定義に
したがって,つぎの関係式がえられる。

ヮ-普/jT
この式を解けば

Y= crr'

ここにCは積分常数であるO　この式によってPに腐

ずる　Yの値が決定せられるo Lかしこれは指数函数

の1種であった,本質的には算Il節単下に考察するわ
れわれの方法と童挙りないであろうo
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批判の封象にした人口なり物償なりというデフレ←クー

紘,基礎資料についていわれることである鞘を注意して

おく。すなはち,たとえば,基礎資料として最初に用う

べき所得なり滑費なりを初めから人口や物債で割って,

そのあとで,成長率とか生活水準を導びこうとする方法

についていうのである。要するに,このような方法では,

まさに問題になるべき人口の輿動や物債の廼動に関する

要因が,資料のなかに溶け込んでしまって,これらが猿

立な働きをしなくなるということになる。本調査におい

ては,以上の従来の分析方法の代りに, 1っの試案とし

てこれらの奨動要因を別個に摘田し,それらと成長率な

いしは生活水準(ここでは滑費の大さをもって生活水準

と考える)との関係を考察しようO

最後に,通常行われる成長率の測定の方法は,いわば

記述的方法〔descriptive method)とも稀すべきもので

あって統計資料をあるがままに記述する方法である。こ

れに対して本調査では,所得なり人口なり,さらにまた物

償なりの套展傾向が指数函数的に埼大するものという俵

詮を立てて行うこととしたOまた,従来の方法が,非蓮

鮫的な,すなはち離散的な〔descrete)数値の計算法で

あるのに対し,本調査では,成長率,人口埼加*,物贋

上昇率というパラメータ-の推定に普って,これらを蓮

蹟函数カこら計測する方法をとった.

本調査によっては,まだなしえなかった問題として,

ドーマー流の均衡成長率の計測,あるいは,資本蓄積,

投資,貯蓄と成長率,生活水準との定式化による有機的

朗係等が考えられるOこれらの諸開題は後日の研究に欝

らねばならない。

王王　モデjLの構成

A　成長率,人口増加率,生活水準の関係

いま,物債でデフレートしたt期の資質国民所得を

YrQt)とし,その成長率をgとすれば,一般に成長率は

つぎの如く定式化せられる。

(1)　9-
YrQt)- Yr〔卜1〕

Yr0-1〕

すなはち, l期の質質所得から,それより1期まえの資質

所得を差引いた増加分を,後者の蜜質所得で割ったもの

であり,資質所得の埼加率を意味するO　この分母になる

YrCt-1)はのちの展開に便利なように考えたものであ

って,定義としては,これに代えてYrCOあるいは, YrCt)

とYrC卜1)との算術平均をとってもよいであろう。

さて, Cl〕式を整理すれば

(2)　YrO〕-〔l +^Fr0-1)

これはまに閲する一階冠差方程式であって　r,のO戴

研:　.究 Vol.4　No.4

における値, Yr(.O)を　YrO　とすれば, C2)式を解いて4)

(3)　YrO〕-a+2〕右YrO

をうる。この式の左連はもちろん吉の函数であり, tの

輿化につれて,襲至化する大きであるが,通常よく知られ

る如く,左連の1十gが1よりも大なるか,これに等し

いか,あるいはこれよりも小なるかにしたがって　YrCO

は牽散型になるか,恒常型になるか,減衰型になるかが

決定せられる。しかし,一般に,成長しつつある経野で

はgの値はプラスとなり, 1+ffはしたがって1よりも

大となり, Yr〔l)は援散塑となる。なお, (3〕式を解く、

場合に.gを常数と見ており,このことはのちの賞際の計

測においても考慮せられねばならない。

つぎに, (3)式に基づきながら,滑費水準を誘導しよ

ラ_。いま,平均滑賓性向をa　とする。このaは長期的

には;第Ⅱ蘭でも明らかなように,時間とともに撃化す

るのであって,決して常数とは見なされない。そこで,

これをォcoとあらわすべきであるが,これを理論的に

成型するだけの式辞が見出せないので,一度ここでは,

以下に考察する在々の期間についての平均値をとり,こ

れが普該期間一定であるという俄冠のもとに分析を進の

てみよう。

(3〕式にaを乗ずれば,消費水準が定義せられるo

C4〕　a YrQ〕- <! + <」>古YrO

生活水準は,まえにも述べた如,く, 1人営りの質質消

費水準と考えられるOいま, t期における生酒水準を

SCt)とすれば,生活水準はつぎの如く定義せられるo

c5〕 SCt〕ニー等㌢-ll坦±雄一～〔≠)

ここに, Kt)はl期における級人口であって,その人口

増加率を　β　とすれば,これは通常定義せられる如く,

かつまた, (1)式の成長率gと同様に

C6) β l(-t)-1吐∃二L
lC苦-1)

とあらわされ, βを常数と見ることによって

(7)　lCt)-(1十の古JO

がえられる。ここにJOはまが0のときの絶人口である。

βを常数と見たのであるが,これもまた第Ⅱ節で示され

るように,安際の計測では事蜜常数と考えて差支えない

ことを預め附言しておく。

(7)式の値を(5)式に代入すれば,生活水準は

4) (2〕式を解くには,つぎの手繰をとればよい。

YrQt)-(l + g.〕 Yr〔卜1)　　　　　　　　Ci)

Yr(t-1〕-(1 + o〕 YrQ-2-)　　　　　　00

Yr(l)-a+ff.〕r,.(o)-(1十g〕 Yr-　　　Cm )

00,〔iii)を(i)に代入すれば, (3)式がえられるD
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・8〕 SCt〕-a(豊)篭と
となるOこの右達にあるαYrVl"は0期における生活水

準に外ならないから,これをSoとあらわせば, (8〕式は

- 。9〕 SC桓(昔酔
となる。この式は,第Ⅲ節の質際の計測に普って使用せ

られるものであり,これから,生長率9,人口塔加率β,

生活水準SC£)の閲係が求められるOすなはち,これか

らすぐにわかるように

1隷書1
すなはち,これを整理して

にしたがって,この式の第1の場合には,生活水準は上

昇し,第2の場合にはそれは一定であり,そして第3の

場合には低下するOこのようにして, 9　と　βとの値か

ら,生活水準の襲動を判定することが出来るo

B　成真率,人口増加率,物僧上昇率,生活水準の関係

以上は,成長率g,人。増加率βと生活水準Sとの

闘係であったOそれでは,さらに,これらのJg,βに加

えて物債の上昇率γと生活水準との囲係はどうなるか。

われわれが長期に経済を考える場合,人口および物債は

重要な壁動要因であることはまえに述べた。

ところで,以上のモデルに物債の上昇率を附加するた

捌こは,成長率に岩千の修正を施す必要が生じてくるo

すなはち, 〔1〕式では,資質国民所得を基礎としたので

あるが,ここでは,これに代えて,名目国民所得に基づ

いて,成長率を定義しようOすなはち

CUD　9-
YCt〕- Y(ト1)

Y〔い1〕

ここに, YQt〕はt期における名目国民所得である。

C1〕式の成長率gを第1種の成長率とし, en)式の成

長率9'を,これと苗別して,第2種の成長率と呼ぶこ

とにしようO第1種の成長率がClarkその他の撃者の

呼ぶ成長率であることはまえにも述べた。つぎに,第2

桂の成長率を何故にこと新らしく定義し直さなければな

らないかの現由を見ることとしよう。

Aの場合と同様にして, ai〕式を解けば

〔12〕　YCt)-(!+</二tye

がえられるo YOは0期における所得であ畠ことはいう

までもないo平均滑費性向をまえと同様にiα　とすれば,

滑費水準は

(13〕 aYC≠〕-<!+</)£ye

生活水準が, 1人普りの賞質消費水準であることは墾

-ββγ-

りがないからぅ物償水準を新らしく考え,これをPC`)

として

(14) β′(£)-
α YCl) ォCi + sO右YD

l 〔l〕PCt)　lCi〕PCO

が,新らしく生活水準として定義せられるOこの生活水

準S′Cl)は, (5)式によっ七定義せられる生活水準とそ

の意味は同様であるが,計測の結果は,一般に異ったも

のと考えられるので, -慮SCl)と直別する意味におい

てS′Ct)とした。便宜上S(≠)を第1種の生活水準,

S′cl).を第2種の生活水準と名づけてお,=うo

そこで,また>　9, β,を定義したと同様の仕方で,初

債の上昇率γを,つぎの如く定式化しようO

(15) γ-
PCt〕-po-i;

P0-1〕

γを常数と見なして, as〕式を解けば

C16〕 PC£)-a+γ〕右pO

p　は0期における物償水準であるO生活水準の測定に

用いられる物債水準としては,通常生計封旨数がとられ

るが,それは必ずしも, p--lではない。すなはち,初期

の指数を1になるように　必ずしも構成されないで,義

準時期には通常な時期が撰ばれることはいうまでもない.

ところで,まえの(7)式および〔16)式を(14)式に

代入すれば

(17〕 S′Ct〕-a〔

1+α′

Cl+β〕(1十㌢〕 〕

ay-/Q-P-)は0期の生活水準を意味するから,これを

S′。とあらわせば,上式は

(18) S'O〕-〔

1十α

(1+β)Cl十㌢〕 プS′o

この式は,われわれの求める,第2種の成長率9′,人口

埼加率β,物贋上昇率γ　と生活水準(第2程)との有

様的甜係式であって,これら3つのパラメ-クーと・生活

水準(第2種)との間の踊係を規定するOすなはち

・19〕 (;≡;三;
にしたがって,生汚水準は上昇するか,一定であるか,

低下する。この閲係は,のちの聾際の計測に普って,袷

琵せられるであろう5)6)n

以上の諸式の特長は,すべて定義式から誘導されたも

のであるということである。そこには,何等の経済的な

行動を,たとえ正統的にせよ,含んではいない。しかし,

これは,生活水準なり,成長率なり,あるいは,人口や

物債の轡動率を,従来の慣例によって走義するかぎり,

必然的に生れる論理的蹄結であって,少くとも,このよ

うな経済革量を考える場合,最小限皮具備しなければな

らない膝件を述べたものであると解鰐すべきであろう。
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なお,一言述べておきたい瓢も以上の諸式が一般的

な論理的D形式的な露鰭であるということから,これら

を異る時期の長期的分析に用いうるということである。

長期的分析に営っては,各時期に麿じて,経済構造なり,

鰹済原則なりが異るのが普通であって,各時期各時代に

臆じて,それぞれ　封臆する経済行動紺係式を必要とす

るものであり, 1本の行動関係式では,これらを貫きえ

fj:い。しかし以上に展開したような基本的な論理的定義

域においては,この非難は回避しえられるであろう。

IEE　計　　　測

前節で展開したモデルにしたがって,日本経済の計測

を行ってみる。この場合まず最初に注意しなければなら

ないことがらは,まえにも一言した如く,成長率という

概念が多分に生産という概念と直接的な繋がりを持って

考えられてきたのに暫し,生活水準が滑賓を中心にして

論ずられてきたということであるOしたがって,従来か

ら行われてきた如く,成長率の計測には生産国民所得が

資料として用いられ,また生活水準の算定には支出国民

所得を資料とすべきであるということが考えられる。国

民所得の統計が生産国民所罷分配国民脚島支出国民

所得それぞれ相等しいような,いわゆる三両等債の原則

のうえに,公表されておれば,成長率と生活水準との算

定の基礎に恵る国民所得統計は,生産所得によろうが,

支出所得によろうが,何れでも差支えないということに

なろう。しかし,質際には,これらの3つの面における

WT得統計には喰い遣いがあり,いずれの所得を用いるか

によって,その結果が違ってくる。普通に行われてきた

ように,成長率と生活水準とを全然別個に塀扱う場合に

は,この上_うな資料上の矛盾はないが,この調査のよう

5) (19)式の関係はC1+C′〕/[〔1+β)Ci+?う]から

出てくるのであるが,この場倉βも　γもともに,の
ちの計測に見られるように小数第2位ぐらいの数であ

り,したがって,分母を計算して, 1+β+γ+βγ　とな

るが, βγは無蔵して差支えない。これから, C19〕式
が導かれる。

6)平均滑費性向aをlの函数とし,その畢化率

。をつぎの如く定義すれば, Cis)式には,さらに,ち

う1っのパラメ丁タ- aが附加せられることになる。
aQtj-a〔卜1)

a.Qt-1)
これから

aQt)-a+< 〕tao

C14)式, as)式と同枝にして

S'Qt〕-〔
Cl + </)(! + a)

(1+β〕(1十γ〕 ]t豊
しかし,この式を尊くためには, aが常数でなければ

ならないが,現宴の統計分析はこれを許さないO

柄:　　　究 lrol.4, No.4

に,二つの概念の問の関係を統計的に計測しようとする

場合には, -鷹どめような所得統計を使用するかが問題

となろうOそこで一つの試みとして,生産と支出との中

間の過程にある分配園民所得を使用することが考えられ

よう。われわれの場合も,また,第1の場合として,分

配国民所得を基礎として計測を行う土ととしたo Lかし,

分配国民所得の統計は,一般に生産国民所得のそれより

は信頼性が低く7),その意味において,第2の場合とし

て,生産国民所得をも使用することとした.これはまた,

従来Clarkの計測によって世界的な問題となってLいる,

日本経済の成長率の計数,あるいは,すでに蟹表された

日本のこの方面における研究の結果と比較するた捌こも

必要なことであろう。

A　鴎級のあては埼

第‡節で考察したモデルのなかに用いられるパラメ_

メ-は,すべて常数でなければならないOすなわち,成

長率9,人口増加率βク物債上昇率γはともに常数と見

なして,定差方程式を解いたのであるOここに唯一の例

外は平均滑費性向aであって,これは時間tの経過と。

ともに複雑な嬰化をすることは,まえにも注意しておい

たし,のちの分析で明らかにせられるとごろである。

いま,生産国民所穐分配国民所篠路人口,生計費

J指数の時間的準化を見れば,分配国民所得なびらに生計

劉旨数のある期間を除いては,あとに接げた園に見られ

る如く,指数函数であらわすことが適合であることを知

るであろう。そこで,これらの統計資料のあては捌こ用

いる曲線をつぎの形に特定化しよう。

(20)

Yr(t )-AまeBlt

Y(i)-A.

lCl〕-A3sBs吉

P〔t〕-AteE右

ここに, Alt A2, Aa, At; JBlt Ba, i?3, J?4は統計資料か

ら推定さるべき常数であり, eは自然勤数の度数である。

ところで,たとえば,宴質国民所得をとって,成長率

の計算を示せば, (1)式をさらに一般化して

C2D o- Y,. (t) YrQt - r, )

[ト〔トn)] YrCトn)

いまnが0に近迫するものとして,その場合のgの値
を衷埼れば

(22) <7-lim
nす0

r,.(t〕 - YrCt - rO d YrCま)

[トQt-n〕]yrct-n)　yr(t) dl

dYrQ〕!dtは(20)式の第1式から

7)山田確三編著「日本国民所得推計資粗1951,

p. 68.本書による分配国民所得の推計は生産,支地の
国民所得によって修正せられている。
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d Yr(t)

dt
-AIBteB*t

日本経済の成長率と生活水準

したがってgの値は, (2.2)式から

C23) g-Bt

すなはち,成長率.(′の値は,もしYrQt)をC20〕式の

算1式によってあらわすものとすれば,常数Blである

ことがわかる。同様にして,人口増加率β　および物償

上昇率γは,それぞれ

・24〕 (

β-Ba

γ-B4

となる8)0

.〔20〕式に統計資料のあてはめを行うに普っては,普

ず,普通の方法にしたがって,両道の筆数をとり(例と

して第1式をとる。)

log YrCt〕-log Ai十Bttloge

あるいは, loge-0.4343　として

C25) log YrQ〕-logAユ+0.4343 Bat

つぎに,統計資料の中央のiをそれが,奇数のときは0,

それよりまえのtを順次-1, -2, -3,-とし,それよ

りあとのtを順次1,2,3,-　とし,また偶数の陣は中央

に位する2つのt　のうちまえのt　を-1,のちのtを

1として,次にまえのtより更にまえの時間を順次-3,

-5, -7,-;のちのlの更にのちの時間を順次3, 5,

7,-　と!輿換して考える。さて, C25)式に最小自乗法を

適用してAl及びB.の値を求迫れば,ヤこれはそれぞれ

8〕指数函数の撃′牝の型は,つぎの如きグラフで示

されるOのちの分析にみる如く,本調査で必要な指数

函数の型はべき数がプラスの小数であって,したがっ

て,園にみられるように,曲線はつね杵上方に響曲し

た上昇曲線の場合・だけである。初めは次第に増大し,

後には衆舞に減少する曲線はこれではあらわしえないO
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によって求められる。ただし,ここにはnは統計資蜂

の個数である。その他の蝣^2) -Z?2¥ -A%, JBsJ -Ai, St　も同′

様にして求められるo

B　統計資料

つぎは統計資料の問題であるが,第1種の成長率gと

第1種の生活水準SCO　との問の関係をあらわすC9)式

の場合,国民所得の統計資料は,まえにも述べた如く,

まず分配国民所得を用いることとした。第1蓑の分配国

民所得の資料は,長期的なものとして,山田雄三教授編.

薯「日本国民所得推計資料」 1951から輯戟した9)0

資質国民所得から第1種の生活水準,すなはち1人普

第1衷　分配国民所得(軍使10O富園)
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針,169

,178;

,425

,523

,795

.962

,983

,925

,777

,253

,536

19C )】 12,242!

欝

YQ,)

29〔 4)

30C- 5)

31C 6)

32( 7)

33( 8〕

34( 9)

35(10〕

36(ll)

37(12)

38(13) i要!
琵i;21,

23,

28,

32,

37,葉

44(19)41,581

45C20)

46(21)289,752

47C22)891,400

48(2331,801,572

49(24〕2,508,260

質料:山田雄三編華「日本国民所得推計質料」 1951. pp. 114-119

りの賃質国民所得を求めるに必要であり,か? (6〕式の

人口増加率βを求めるに必要な総人口の統計は,資料

の如何によって多少の計数上の相異を馨見するのである

が, -慮便宜上の都合から,前記山田教授の資料を利用

9〕　この糞斜は山田教授によって現在修正せられつ

つあるのであるが, -慮すでに発表されたものとして,

既存の糞料によることとした。



-290- 経　　　済

第2表　紙　人　口(畢位1,000人)

KO IQt〕

明

1872C 5)

73( 6)

74〔 7〕

75C 8〕

76C?)

33,111

33,301

33,626

33,997

34,338

77CIO) 54,628

78(ll;) 34,899

79(12) 35,769

80(13) 3声,929

81(14) 36,359

82C15)

83(16〕

84〔1 7〕

85(18〕

86(19〕

87(20〕

88(21)

89C2 2)

90(23〕

91C 24-)

92(25)

93C26J

94〔27〕

95(28)

96(29〕

97C30)

36,700

37,017

37,452

17,869

38,151

39,070

39,607

40,072

40,453

40,719

41,090

41,38

41,813

42,271

42,708

43,229
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4
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昭.
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31C 61 65,371
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買科:山田雄三編著「日本国民所得推計資料」 1951, pp. 152-153.

することとした。これが第2表である。

さらに,質質分配国民所得はいうまでもなく第1蓑の

分配国民所得を物償指数でデフレートしてえられるo　こ

の場合の物贋指数としては,生計費指数を用いるのが生

活水準の測定には妥常であり,併せて,われわれの公式に

おける物債の上昇率γを測定するに要する資料として,

生計封旨数を第3表に掲げた.しかし,長期葬列として

の生計費指数はすでに曇表されたものを見ないので,未

墾表の大川-司教授・野田孜氏による資料を信用するこ

とにした。これは1914年以降については既存の資料を

そのまま利用したものであるが1913年以前は資料を故

如するから,これを補うた範に,大戴省「東京中京助債

調査」に掲載されている償格を上田生計費指数のウェイ

トをもって加重算術千均した計数を用いているOただ,

住居,サーヴィスに屈する資料は上田指数においても見

営らないから,これをインフレ期とデフレ期に分け,イ

ンフレ期においては,飲食亀　被服嵐光熱費の組合指

防　　　究 Vol.4　No.4

第3表　生計費指数(1928-32-100;

資料:大川-司・野田孜作成資料(束替表)

霧年表　質質分配国民所得(革位100苗即

数が全膿の組合指数を上廻るという恨定のもとに,デフ

レ期においてはその迫の想定のもとに,作成せられたも

のである。

基礎資料としては,さらに,生産国民所得を挙げなけ

ればならない・また,これから資質生産国民所得を求め

る必要から却茸物償指数の長期系列を必要とする.生産
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第5表

日本経済の成長率と生活水準

生産国民所得(買収100蔦B])

i I y(i〕　　　rCO
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2吊吉霊昌
)

t YCt〕

諾科:大川-司e村梅又次e野田孜作成質料(兼哲表)

備考:軟正要鮎についてはK. Oh]こ.awa, A Noteon "Long Term

Changes in the National Product of Japan," The

Annals of the Hitotsubashi Academy Vol. I, No. 2,

Apri1 1953, pp. 164-178.参照

第6表　郷賛助慣指数(1928-32-100)

資料:大)i卜-司・矧司教作成資料(来者表)

ー291-

第7表　資質生産国民所得(軍使100苗囲)

国民所得については山田教授の前記資料が長期系列とし

て利用されるようになったが,さらにこれを完全に近ず

かせるために,大川-司教授・梅村文武氏・野田孜氏に

よってその改訂が行われた10X全系列の窒素はまだ行わ

れていないが,ここでは,この資料を借用して,隼5,義

に掲げた.また卸茸物債指数の資料C第6衷)ち-大川・

野田両氏によって,長期讃列として作成されているので,

これをそのまま韓載することとした.この場合の指数接

経の要粘はつぎの4窯占にある.まず第1に1878年(明

治11年)から1886年C明治19年〕までは,貸借制度調

査合の資料に基づき28品目について障贋による単純算

術平均を算旭し,第2に, 1887年(明治20年)から

1900年(明治33年)までは, 40品日につい_ての軍純算

術平均とした1887年C明治20年〕 1月基準の日銀卸茸

物債指数を採用した.第3に1901年(明治34年)か

ら1929年(昭和4年〕までは,日銀部費物償指数をその

10) Kaztishi Ohkawa, A Note on "Long Term、

・Changes in the National Product of Japan, The

Annals of the Sito軌bashi Academy, ′Vol. I No.

2, April 1953, pp. 164-178にはその1部分(1878-

1942年まで5カ年おきの計数)が姿表されており,

その修正要鮎が述べられている。
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まま掲げ1930年C昭和5年)については,新らしく

1934-1936年平均の指数で改算してある.第4に, 1937

午(昭和12年)から1942年〔昭和17年〕までは,森EEl

優三教授の欝放物債11)に基づき修正してある.

c.統計分析の結果

以上の資料に基づいて,現質の統計資料による生活水

準,成長率,人口埼加率,物慣上昇率の分析に入る。こ

れがために,まず第1表から第7表までのグラフを書く

こととする。

(1)分配国民所得
弟1表の名目分配国民所得のグラフを求めたものが第

1圏である。これを見れば明らかな如く,分配園.民所得

は1887-1916年C明治20-大正5年),もしくは1887-

1919年C明治20-大正8年)は次第に上向きに撃曲し

て上昇しているが, 1916-1931年(大正5-昭和6年)

ないし1919-1931年(大正8-昭和6年)は第1次健

界大戦中および戦後の経済動乱の影響ならびに1930年

(昭和5年〕頃の澄界不況の影響を受けて著しく不規則

となり1931年以降は生産力投張計量と構せられる国策

の影響を受けて,急激に上昇し蹟けている.なお,この数

値は名目所得であるため,物債の上昇につれて,その成

長のカーブは表面上は急激であるかに見え　1931年以

降もまた上向きに撃曲して上昇過程を辿っていることが

知られよう。

そこで,いま, 〔20〕式の第2式にこの統計資料をあて

はめ,その函数の形を決定すれば,つぎの式となるO

1887. -1916年

_ C25) YCQ-1,924600310*呈冨霊宗‡圭にとる)
1887′ -1919年

(26) Y〔t〕-2,198し00688S 1903年を0にとる)

したがって, C23)式から成長率は,この場合

1887-1916年　　0-0.0310

1887-1919年　　0-0.0688

をうる。

なお, 1916-1931年の所得の嬰化は,いま述べた如く,

不規則であり,われわれの模型に適する曲線をあてはめ

えないので分析をしないこととした12)。

つぎに1931-1944年C昭和6-19年)の分配国民所

得もまたつぎのようにあらわすことが出来るO

ll)森田健三「巨国民所得推計」 (昭和22年3月〕

12) 1916-1931年もしくは1919-1931年の所得

に二次曲線y〔l)-atf十bt+cをあてはめることも考え
1  a y〔t)

られるが,そうすれば,成長率はuo=両T=Zat+b
となって, l　の函数となり,常数とはなら

af+bt十c

ないから,われわれの場合の分析には不適雷である。

第1図
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(27〕 I-Q)-181990eoo566瑠霊毒害‡圭にとる)
したがって,この時代の成長率は

1931-1944年　　0-0.0566

ここで一見ち注意を要することは,第1圏を見たところ

では, 1887-1919年の所得のグラフと1931-1944年の

それとを比較して,後者が急傾斜しているように見える

が,それらの成長率はそれぞれ0.0688.および0.0566で

あって,この数値から見れば,前者の方が後者よりも,

急激に上昇するカ-ヴでなければならないように考えら

れる。しかし,これは見掛け上の誤りであって,事蜜,

1887-1919年の初期の所得は,第1表から明らかな如

く, i,000程度であり,終期の所得は12,242にまで上昇

しており,約12倍に埼加しているのに勤し, 1931-1944

年における初期の所得が10,000程度で終期が41,581と,

約4倍に増加したに過ぎないことから,これら2つの時

期の成長率の計数の大きさがうなずけるであらう。

さらに,分析を細かくするた捌こ, 1887-1917年まで

をつぎの3つの時期に分割して,所得曲線ならびに成長

率gを計算した結果はつぎの如くである0

1887-1897年(明治20-30年〕 (1892年を0におく)

Y(i)- 1,013 e---222t　　　#-0.0222

1897-1907年(明治30-40年〕 (1902年を0におく)



October　1953 日本経済の成長率と生活水準

YCl〕-2,139e---90ォ　蝣　g-0.0901

ユ9∩7-1917年(明治40-大正6年〕 (1912年を0にお

く)

y(t〕-3,735 e--05Mt　　　#-0.0504

このようにして1887-1919年の期間の平均的な成長率

が0.0688であったのであるが,それは,とくに1897-

1907年,すなわち明滅っ後期(その間には酎宥戦等後お

よび自軍戟寧直後の経揮馨展期を含む)における成長率

0.0901によって相普大きな影響を受けていることが知ら

れよう。

(2)線人口

(6〕式であらわされる人口増加率　β　を求めるために

絶人口の統計資料が必要であり,これが第2裏で示され

るo　なお,その轡化を見るために,これに基づいてグラ

フを書いてみたものが第2圏であるO　これは1926年

(昭和1年)に60,522,000人となり_前年より1,522,000

人減少した如く圏表にあらわれた部分,および太平洋敬

撃中を除けば,一路上向きに琴曲するカ-ヴをなして増

加している(1926年の減少は資料調整の結果あら-あれ

たものである。〕いま全期間(1872-1948年,明治5-

昭和23年)についてこれに(20〕式の第3式を適用す

れば,人口曲線および人口増加率β　はつぎの如くであ

る。

(28) i(l〕-50,850eOOl15右(1910年を0.にとる〕

9-0.0115

この増加率は, "従来馨蓑された長期的な日本の人口埼加

率と大した較差はない13)n

(3)生計費指数
第3表の生計賓指数をグラフにあらわしてみると,慕

3圏の如くになり,第1圏の分野国民所得と同じような

顔
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曇展の型を示すことが-目してわかるであらう。すなわ

ち, 1893-1915年(明潜26-大正4年)はかなりの撃

動を示すが,それでも大路上向きに撃曲する上昇過程を

示すのに射し1915-1931年(大正4-昭和6年)は不

規則な輿動を示し,この期間においては,ちょうど分配

国民所得の場合と同じく,われわれの満足するような分

析を果すことが出来ない。 1931-1942年(昭和6-19

午)拝軍備撮張時代であって,イソフレが昂進し,しか

もそれはまた上に凹なる上昇の牽展過程を示しているO

そこで,これらにC20)式の第4式をあてはめて,常

数の推定を行えば,つぎの如くである.

1893-1915 if

(29) Pi〔l〕-46.46eOO3"78 (1904年を0におく〕

1931-1942年

(SOつ PC0-203.4e--M61t王;票等雷‡圭におく) 、
したがって,物償上昇率γはそれぞれの時期において

γ-0.0307　〔189台-1915年〕

γ-0.0461　(1931-1942年)

となる。

分配国民所得の場合には,第1期を,さらに3つの時

期に細分して分析したが,これに封癒して,この場合も,

同じ3つの時期に分けて者えてみよう。 (ただ1892年以

前の生計費指数はないから,分配国民所得の場合は188ラ

ー1897年となっているが,生計費指数の場合は1893-

1897年とする。他の期間については両者とも同様であ

る。〕

1893-97年〔明治26-30年〕 C1895年を0におく)

13〕たとえば,森田教授の計算による内地人口5カ

年のこ瞥加率を示せば,つぎの如くであるO

まず,

5　カ年

のこ智加

率の算

術平均

をもと

めると

5.637

となるから,これを1カ年平均にするために, 5で割

れば,その結果は1ユ27　となる。これはわれわれのえ

た増加率1」-5　より,

これらlの喰い違いは,

やや低い。また国勢調査の結果-

の同じく5カ年問の=瞥加率は

つぎの如くであるが,これか

らまえと同様に1カ年の増加

率を求めると,1,38となり,わ

I　れわれの催よりは大きくなるO

主として,考察する期間の粕蓮

によるものと思われるo C森田優三着「人口増加の分

析」 1944, p. 133.〕
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P〔ま〕-32.59 60-0s94(

1897-1907 (明治30-40年〕 C1902年を0におく) R

」町0 - 46.45 e---260古

1907-1917年(明治40-大正6年〕(1912年を0におく)

P(t〕 - 57.95 e---127右

したがって,これらの時期における物贋上昇率は,それ

ぞれつぎの値をとる。

γ -0.0894　　　(1893′-97年〕

γ -0.0260　　　　C1897-1907年)

γ -0.0127　　　(1907-1917年)

この計算の結果によれば1893-97年(明治26-30年)

には,昭和の軍備揖張時代C1931-42年)の上昇率0.0461

をはるかに上廻って　0.0894となっているOただこの時

代が日清戦撃の時期を含むことを考え合わせれば,上昇

率の大きなことが普然と考えられようO

(4)資質分配国民所得

第I節で述べた第1榎の成長率の計算に必要な資質分

配図民所得の統計資料は第4表に元されているが,これ

をグラフにして,第4圏をうるO　このグラフはかなりの

ジクザクを見るのであるが1938-1942年C昭和13-

第 3 図.
生 計 費 指 数

t/928〉32= ′00)
(/8且ヲー蝣1B42)

て

I893-/9I5 "V

/9′5ー′93l

症

∫
∫
∫
∫
∫
∫
∫

03l4C III

l
∫
∫
/
∫
′
I

Pit)ま mam4S.4Se

∫
∫
′
′

S3M SK

ISSS ISOO 1904 1S08 1912 牌 ′'S28 IS32 1336 IS4d I,班

研　　　究 Vol.4　No.4

17年)の太平洋哉寧直前および戦中の物債の急上昇に伴

って生じた資質所得の急落期を除いては,大鰹上方に撃

曲した上昇力-ヴに治って増大していることがわかる。

そこで1893-1938年(明治26-昭和13年)の統計資料

に(20)式の第1式を適用して常数の推冠を行えば,つ

ぎの所得曲線をうるo

1893-1938年　　　歯

C31〕 Yr〔0-7,234e--o�"s Qg壬吉等雷‡21とおく)
したがって,成長率は0-0.0175となって,まえに計算

守
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した名目分配国民所得の成長率よりはるかに低い倍とな

る。その理由はいうまでもなく,まえの名目所得の場合

には,物贋の上昇に伴って急カーヴに上昇した結果に求

めることが出来る。

ところで,第4圏をさらに詳細に親察すれば1919年

C大正8年)を境として,そのまえとあととでは,若干

上昇の程度を異にすることが窺われるであろうOそこで

全系列を1893-1919年と1919-1938年とに細分して,

それぞれの曲線,ならびに成長率を計算すれば,つぎの

結果となる。

1893-1919年C1906年を0にとる〕

YrC£〕 - 5,221 e--サS92も　　　3- 0.0392

1919-1938年(1928年を-1, 1929年を+1にとる)

YrO〕- ll,370 eサ"135古　　　　=0.0135

すなわち,第1期における成長率は全期間のものより大
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であり,第2期においては小となる。このことは第4固

においてそれぞれの曲線の傾斜の状況から見れば-目し

て瞭然となるであろう。

(5)生産国民所得

成長率なる概念が,分配国民所得よりも生産国民所得

の替加に直接的な関連を有することはいうまでもない.
_ 1

ただわれわれの場合は成長率と生活水準との相互関係を

見ようとしたために分配国民所得を中bにして考察して

きたことはまえにも述べた。そして,資質分配国民所得

の成長率をいま算定したのであるが,従来空表されたこ,

の種の成長率と比較する意味から,同じ方法で生産圏域

所得に基づいて成長率を求ある問題が残っているQ　しか

し,第5表による統計資料を圏に童いてみると,その頃

化の様相はほとんど名目分配国民折超のそれと堅りない

ことが第1園と比較してうなずかよれう　C第5囲参照〕

毎らにまた,この名目生産国民所得から資質生産国民

所得を求めるため,第6蓑の却京助償指数をプロットし

て第6圏に示すと,これもまた,生計費指数の奨化の様

朋と余り嬰りはないOこのことは,この圏において比較

の便宜のた垣に,第3園の生計費指数が併せて書いてあ

るおら,すぐに知られようO

そこで,この却京助贋指数をもってデフレ-下した麗

質生産園民所得〔第7蓑)を圏示したものが第5圏に,

名目生産国民所得とともに童かれている。これは第4固
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の資質分配国民所得よりも比較的に姐則的に轡化し,こ

れに(20)式の第1式をあてはめるの.には,一層好都合

である。この場合は1878-1942年(明治11-昭和17

午)の全期間に亙って,同一の式で分析して,も差支えな

い程度の規則性があらわれているといってよい。事蜜考

舞}6 図.
物イ西指数
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の結果を元せばつぎの如くである。

1878--1942年

(32) YrQ,〕-4,952e-.04脚(1910年を0におく)

したがって全期間の平均成長率は0.0415となり,監質分

配国民所得から計算した1893-1938年の平均成長率

0.0175よりも大きな値となるO　さらにまた,資質分配所

得の第1期C1893-1919年)および第2期(191ら-1938

午)の成長率　0.0392および0.0135のいずれよりも大き

な値であることが知られる">

14)　これらの成長率の大きと従来計算せられたその

億を比畷すれば大して開きがないものと思われるo

大川氏を中心とする研究グループの計算値C経済群

舞1951年10月蒙1952年1月溌)としては,下限

2.3% (1893′ -1902年から1903-12年),上限3.9%

(1913-22年から1923-32年),平均正常値が3%

張であり,また都留,大川両氏の研究(Long Teon

Changes in the Notional Product of Japan since

1878, Report of the 1951 Meeting of the Inter-
national Associatioェi for Research in Income and

Wealth at Paris)では,下限2.9%(1898-7年から
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IV　生活水準と成長率,人口士曾加率,

物債上昇率との関係

以上によって,分配国民所得(名目および資質)の成

長函数ならびにその成長率,紐人口の増加函数ならびに

その増加率,生計費指数の上昇函数ならびに上昇率,坐

蔭国民所得(資質)の成長函数ならびにその成長率を,

必要なかぎりの各期間について測定したoそこで,成長

率,人口増加率,物償上昇率との有横的な据係から,坐

活水準の妻展傾向を知らうとするのが本節の問題である。

この間題を観察するに普って,便宜上,もう一度これら

の成長率,増加率,上昇率を,期間を附して, 1義にあ

らわせば,第8表の如くである。

第8表　成長率,人口増加勢　物債上昇率

麺 類 i 推定値 l 期 間

成長率 g 〔貿質分配国民所得〕

0.0175 1893- 1938

0.0392 1893~ 1919

0.0135 1919へノ1938

0.0310 188 7′、-1916

0.0638 188 7~ 1919

′成長率g, 〔名目分配固民所得 0.0566 193 1~ 19440.0222 188 7′、ノ1897

0.0901 1897~ 190 7

0.0504 1907~ 1917

火口即 時 β 巨 .0115 1872- 1948

物贋上昇率γ

0.0307

0.0461

0.0894

0.0260

0.0127

1893~1915

1931-1942

1893-1897

1897-1907

1907-1917

成長率g C資質産直国民所得〕　0.0415 1878-1942

さて,第Ⅱ節で考察したように,分配国民所得に平均

滑費性向αを乗じて滑費の大きとした。それでは,この

ような滑賓性向の値はどのようなものであるかを-臆槍

討しておかなければならないoそこで滑賓性向を求ある

た馴こは,分配国民所得と滑費の計数とが必要であり,

前者をもって後者を割ったものが平均滑費性向である。

分配園民所得の統計資料はすでに第1蓑に掲げてあるが,

滑費統計については,ここ隼ことさら掲録することを避

けたが,その輿化の態様は第1圏に'よって明らかであら

1903-12,年ないし1903-12年から1908-17年),上

限5.3%C1918-27年から1923-32年)である。本

調査では,第8表に見られるように0.0415であって,

前者よりは高いが,後者の範園内には入る。

15) pp. 115-120.

柄:　　　究 17olこ4　So.4-

うoただし滑費統計の田所は山田雄三教授編著「日本園

民所得推計資料」であるIS).第1圏を見ればわかるよう

に,大ぎっぼにいって1887-1919年C明治20-大正

8年)および1931-1944年(昭和6-19年)の期間は

所得と滑費との開きは,ほぼ規則的な傾向を有するよう

に見えるが,これら両期間の中間の期間1919-1931年

においては極めて不規則である。そこで,宴際に平均消

費性向を計算したものが第9表であり,これを囲示した

第9表　平均滑費性向

ものが第7圏である。このグラフでは,第1圏で見た肝

得と滑費との開きの様相と埠少しく異り,極めて不規m

であり,これから一定の傾向を蟹見することは困難であ

る。強いて規射性を求めるならば, 1887-1900年(明治

20-33年), 1900-1917年C明治33-大正6年), 1919-

1944年C大正8-昭和19年)というように分けて,こ

れらの各期間について大恩二次曲線的な轡化を繰返すと

も見られないことはたいが,この推論は極めて危険であ.

るといわなければならない。この不姐則性は,分配所縁

統計,あげても滑費統計上の資料誤差に起因するところ

が大であろう。この滑費性向の長期的な分析は,さらに

今後の研究課題として残るOここでは,一膝この間題を

回避して,必要な期間の平均値をとり,この値が記述的

に興えられたものとして,つぎ-進むこととしよう。

さて,われわれが第Ⅱ節に展開したところにしたがっ.
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第　7　図
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て,蜜質分配国民所得から計算した算1種の成長率9と

人口埼加率βとの大小閲係によって,生活水準(この場

・合は第1種)がどうなるかを(10)式によって判定する0

第8蓑によって明らかな如く, 3つの期間, 1893-1938

年, 1893-1919年1919-1938年ともに,その成長率g

の値〔それぞれ順次に0.175, 0.0392, 0.0135)は人口増加

率βの倍・〔0.0115)より大であって,生活水準(篤l種)

柁上昇過程にあったことが知られるOとくに1893-

1919年(明治26-大正8年)の期間はこの傾向が著しいo

Lかしとのことは,集2種の成長率9'についてはいえな

いOすなわち,(ォ)式によって考察するに1890年代か

ら191.5,6.年頃までのg'は0.0310であり, β+γ-0.0115

十0.0307=0.0422と.なって,この時代は生汚水準(第2

種)が低下しつつあったことを示しているが, g'を1919

年まで延長して考察すれば,それは0.0688となって,令

産は反対に上昇しつつあったことを示すoこれらの相反

する2つの結論のうちのいずれを選ぶべきかについては,

ぁれわれは篤1種の生活水準の結論と併せるた馴こ, g'

の値を1919年まで延長して考うべきであろうoそれで
ノ

は,この期問がつねに生琵永準の上昇をもたらしたかど

うかを見るためには,期間を細分して考察することを要

するOまず1887年(成長率の場合)もしくは1893年
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(物慣上昇率の場合〕から1897年までは, g'は0.0222

であり, β+γ-0.0115十0.0894-0.1009であって,生清

水準(第2種)ははるかに低位にあったことになるが,

これが第2期たる1897-1907 C明治30-40年)では, 9'

=0.0901で, β+γ-0.0115+0.0260-0・0375であり'生

活の改善が著しく進み,第1期の後れを痕ら戻したとい

う結果になる。さらに第3期C1907-1917年)において

は,♂-0.0504, β十γ-0.0115十0.0127-0.0242の計数の

元す如く,次第に生活水準が上昇し続けたことが知られ

る。これに封して1919年から1938年までは, g=

0.0135, β-0.0115であって,第1種の生活水準が依然

与して上昇し漬けてい-たことを示すが1931年から

1942年(物償上昇率の場合〕ないし1944年(第2種の

成長率の場合)までは,第2種の生活水準は, g1-0.0566,

β+γ-0.0115+0.0461-0.0576の結果の示す如く,僅か

づ?低下していたことがうかがわれる。この結論は,こ

の期間が太平洋哉撃の影響を含むことを考慮したとき,

われわれの常識とも一致しているo

以上は,,集1種にしろ,第2樺にしろ,成長率が分配

国民所得から計算されたものであるが,これを生産国民

所得から求めた第1種の成長率9についても考察するこ

とが出来ようOしかも,第5園で槍討した如く,この場

合の成長率は1878-1942年CE補11-昭和16年)め

長期の分析にたえうるものであったoしたがって,極め

て長期の日本経済の分析には,生産国民所得から求めた

成長率を用うべきであるということが分析の鹿果えられ

る結論である。しかも,この場合,人口替加率βについ

ても長期的な観察に適することが明らかにせられている

から,これらの奉安から, (10)式にしたがって,生活水

準を見れば　5-0.0415, 」-0.0115であるから,この分

析に関係する統計資料のとられた全期間を通じてC1870

年代から1940年隼まで)平均的に,生活は次鄭こ向上

していることが結論されよう。

終りに臨み,本調査は山田勇が提督したoしたがって

箪責は同人にあることを附言しておくo

(統計研究部門)


